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研究成果の概要（和文）：本研究では介護事業所へのアクセシビリティが介護サービスの地域差に与える影響を
明らかにした。これまでの研究においては介護事業所への地理的なアクセスが介護サービスの利用に影響するこ
とが示唆されてきたものの、直接的にアクセシビリティを計測したうえで介護サービスの利用との関係を明らか
にしたものはなかった。そこで本研究では、北海道の市町村を対象に、地理情報システム(GIS)を用いて算出し
た介護事業所へのアクセシビリティと介護サービスの給付件数の関係を分析した。分析の結果、介護サービスに
よる違いはあるが、介護事業所へのアクセシビリティが高い地域ほど介護サービスの利用は多くなるという関係
が示された。

研究成果の概要（英文）：This study examined the effect of accessibility to long-term care services 
on regional variations of long-term care utilization using municipal-level data of Hokkaido. 
Although previous studies suggest that the accessibility to the facilities may affect the use of 
long-term care services, none has examined the quantitative relationships between geographical 
accessibility and their use.
Thus, the present author measured in this study calculated the mean geographical  distance from the 
residential area of the elderly population to the nearest long-term care service facilities by GIS 
for each municipality. A multiple regression analysis was conducted which the number of benefits of 
long-term care service was set as a dependent variable.There are some differences among the types of
 services, however, the analysis revealed that the higher the accessibility to long-term care 
services, the higher the use of long-term care services is.

研究分野：社会保障論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
2000年に創設された介護保険制度は市町村を保険者とした制度であり、制度導入時よりサービス提供の地域差に
関心が集まってきた。また2005年の制度改正以降、介護サービスの実施における保険者の裁量が拡大するととも
に、要介護状態となっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるようサービスが提供される地域包括ケア
システムを地域の特性・実情に応じて構築していくことが保険者に求められている。介護サービスにおける地域
差が一層拡大していくと考えられる中で、地理的な要因が介護サービスの利用および利用可能性に与える影響を
明らかにする必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
医療・福祉サービスの利用や支出、健康状態の分布は空間的に一様ではなく、地域間に差があ
ることが知られている。日本の介護保険制度もまた例外ではなく、介護サービス給付費や介護保
険料、要介護認定率、死亡率などに地域差があることが報告されている。このような地域差が生
じる要因として、人口の年齢構成、住民の生活習慣、健康に対する意識、所得や家族構成などの
分布が地域によって異なっているという需要側の要因や、サービス提供体制、財政状況など供給
側の要因があると考えられている。 
介護保険制度は、市町村を保険者とした制度であり、制度導入時よりサービス提供の地域差に
関心が集まってきた。また 2005年の制度改正以降の地域密着型サービスの導入や地域支援事業
の実施に加えて、2015年からは一部の要支援者向けサービスが地域支援事業へ移管されるなど、
介護サービスの実施における市町村の裁量は大きくなっている。また、地域包括ケアシステムの
推進により、住み慣れた地域で生活を続けていくことができるように、地域内で住まい・医療・
介護・予防・生活支援を一体的に提供できる体制を構築していくことが保険者の課題となってい
る。このようなことを背景に、サービスへの地理的アクセスを分析する重要性が増している。 
本研究課題では、介護サービスの地域差について地理的アクセスを考慮した分析を行う。これ
までの研究では、介護サービスの利用者と介護サービス事業所との距離が近くなる（アクセスコ
ストが低下する）と介護サービスの利用が増加し、反対に距離が遠くなる（アクセスコストが上
昇する）と介護サービスの利用が低下することが指摘されてきた。しかしながら、地理空間デー
タを用いて、地理的アクセスと介護サービスの利用との関係を定量的に分析したものはほとん
どない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、介護事業所へのアクセシビリティが介護サービスの地域差に与える影響を
明らかにすることである。これまでの研究においては介護事業所への地理的なアクセスが介護
サービスの利用に影響することが示唆されてきたものの、直接的にアクセシビリティを計測し
たうえで介護サービスの利用との関係を明らかにしたものはなかった。そこで本研究では、地理
情報システム（GIS: Geographic Information System）を用いて、地理的アクセスが介護サービ
スの地域差に与える影響を定量的に把握する。 
 
３．研究の方法 
本研究では次のデータを用いて定量的分析を行った。総務省統計局「平成 22年国勢調査」500m
メッシュデータ及び市町村別データ、厚生労働省「平成 22 年度介護保険事業状況報告」保険者
別データ、北海道保健福祉部「介護保険サービス事業所（平成 22年 9 月 30 日現在）」データで
ある。 
分析対象は北海道内 179 市町村である。ただし、介護保険制度において広域連合を構成する 27
市町村を除外し、残された 152 の市町村について構築したデータセットを分析に用いた。 
介護事業所へのアクセシビリティについては以下の手順で測定した。まず、4次メッシュ（500m
メッシュ）の境界データ及び「平成 22 年国勢調査」（500m メッシュ）の 65 歳以上人口データ、
北海道保健福祉部「介護保険サービス事業所（平成 22 年 9月 30 日現在）」（jSTAT MAP を用いて
住所から座標データを入手）を用いて、各メッシュの中心地点から最も近いところに位置する介
護事業所までの直線距離を Arc GIS for Desktop10.3.1（以下、Arc GIS）を用いて計測した。
次に、各メッシュの重心点から最寄りの介護事業所までの直線距離とそのメッシュに含まれる
65 歳以上人口を掛け合わせた値を市町村ごとに合計し、その値を同市町村の 65 歳以上人口で割
ることで市町村別の介護事業所までの平均距離を算出した。なお対象介護事業所は、在宅系サー
ビス（訪問介護、訪問看護、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護）、居住系
サービス（特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護）、施設サービス（介護老人福
祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設）の計 10 種類のサービス単一あるいは複合し
て提供する事業所とした。 
算出した市町村別の平均距離を説明変数、介護サービスの給付件数を被説明変数とする重回
帰分析を行った。 
 
４．研究成果 
一部例外はあるものの、介護事業所へのアクセシビリティを表す平均距離の偏回帰係数は統
計的に有意に負の値が推計されており、介護事業所へのアクセシビリティが高いほど介護サー
ビスの利用は多く、反対にアクセシビリティが低いほど介護サービスの利用は少なくなるとい
う関係にあることが示された。 
介護給付の種類別に見ていくと、予防給付に比べ介護給付で統計的に有意な値が推定されて
いることや、平均距離の偏回帰係数が予防給付よりも介護給付で大きな値が推定されているこ
とから、より介護需要の高い要介護者向けの介護サービスの利用において、介護事業所へのアク



セシビリティの影響が大きいことがわかる。以下では介護給付について見ていく。 
介護サービス別に見ていくと、訪問介護では平均距離のパラメータとして負の値が推計され
たもののいずれのモデルでも統計的に有意な値ではなかった。この背景には、訪問介護サービス
の利用者が近くにある事業所のサービスを利用するという状況と、事業所が遠くであってもそ
のサービスを利用するという状況があり、両方の影響が混在することでこのような結果になっ
たと考えられる。そもそも訪問介護サービスは在宅介護サービスの根幹をなすサービスである
ことから、アクセシビリティの低い地域においてもサービスの提供が行われる傾向がある。 
通所介護では予防給付のみで統計的に有意な値が推定されているものの（ただし F 値は有意
ではない）、全体及び介護給付では統計的に有意な値は推定されなかった。この点については、
通所介護サービスでは供給者誘発需要が起きているという指摘もあり、距離よりもむしろ一定
範囲内の事業所数や事業者密度を考慮する方が適当である可能性がある。一方、同じ通所系のサ
ービスでも通所リハビリテーションはいずれのモデルでも統計的に有意な値が推定された。こ
の結果は、自治体内で新たに通所リハビリテーションサービスが提供されたことによって自治
体内の介護給付費が増加したとするこれまでの分析結果とも整合的なものである。 
施設サービスでは、すべてのサービスにおいて統計的に有意な値が推計されている。待機者の
存在が報告されていることからもわかるように、施設サービスでは施設数あるいは収容能力が
施設サービスの利用を決定している状況にある。加えて、施設サービスを利用する場合には地域
内の利用者が優先される傾向にある。このことは、施設サービスへのアクセシビリティが高いこ
とそのものが介護サービスの利用を高めているというよりも、地域内の施設数が増えることに
よって平均距離が小さくなり、施設サービスの利用を高めているように思われる。また、平均距
離の係数が介護老人福祉施設に比べ介護老人保健施設と介護療養型医療施設で大きな値が推定
されているのは、介護老人福祉施設が人口の集中していない比較的地価の低いところに立地す
る傾向があることや住所地特例による地域外の利用者によるサービス利用が背景にあるものと
考えられる。 
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